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標準熱量制から熱量バンド制への移行の検討について

ガスシステム改革小委員会報告書（平成27年１月）抜粋
⑥熱量調整の在り方
熱量調整に要するコストが以前より低くなっていることを踏まえ、関係事業者がその負担軽減に一

層努めるとともに、熱量の差がガスの託送供給や融通の障壁にならないよう、導管を相互に接続して
いる事業者間で熱量を可能な限り一致させるよう努めることが必要である。これに関し、原則、熱量
調整を行わないことを指向すべきとの意見もあった。ただし、そのためにはメーターの交換や機器の
安全性確認、熱量調整を必要とする大口需要家に係る対応を整理する必要があるため、中長期的な課
題とする。

 「標準熱量制」とは、ガスの単位体積当たり熱量の標準値（毎月の算術平均値の最低値）を定め、
熱量の変動を制限する仕組み。標準熱量制により、機器の利便性・安全性、料金の公平性といっ
た需要家メリットを確保することで、ガス利用の普及・高度化が進められてきた。

 熱量調整については、ガスシステム改革小委員会の報告書（平成27年1月）において、ガスの利
用時の安全性等や公平な取引を確保するために熱量調整が引き続き必要であるとされるとともに、
熱量調整を行わないことに対しては機器の安全性確認等が必要であることから、中長期的な課題
とされた。

 また、将来的には米国産の低熱量なシェールガスの輸入量の増加に伴い、熱量調整に用いるLPG
添加量が増加することで、コストが増大する懸念もある。

 こうしたことを踏まえ、一定の熱量範囲（バンド）に収まれば、熱量が多少変動しても導管への
注入を認める仕組みである「熱量バンド制」の導入の適否について、検討することとしたい。

第2回ガス事業制度検討WG 資料６
（2018年10月29日）より抜粋
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（参考）第２回ガス事業制度検討ＷＧ（2018年10月29日）資料６より抜粋
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（参考）第７回ガスWGの概要（熱量バンド制関連）

 第７回ガスWGでは、事務局から熱量バンド制の議論の前提となる調査結果について報告するとともに、委員
等から下記の趣旨の御意見を頂いた。

＜2018年度調査について＞

韓国では、熱量変動によりチューニングや調整が必要な産業用設備について、中小企業など独自での管理が困難な場合には、補償される仕組
みが構築されているが、補償実績はどの程度か。

 ヒアリング結果は今後の検証ポイントとしては重要であるが、実機検証とは区別する必要がある。

不純物の問題は、熱量バンド制への移行の検討とは別に整理する必要がある。

実機検証を行ったガスこんろやエネファームについて、安全性の基準値は超えないことが確認されたことは大きな成果。他方、メーカーサイドのヒアリ
ングにおいては、ほぼ全てのガス機器で安全面・性能面などに影響が出る又は影響が出る可能性があるという回答であった点についても注視すべ
き。【オブザーバー】

＜2019年度の検討について＞

 ガラス産業などの重工業向けのガス機器に与える影響や、ガラスメーカーがどういう知見を持っているかについて調査していただきたい。

机上の検討や経験則に基づく定性的な評価よりも、より多くの機器について実機検証を行い定量的な評価をしていただきたい。【オブザーバー】

 ヒアリングで得られた可能性の技術的検証をしていただき、実態としてどういう影響があるのかを定量的に評価することが重要ではないか。

熱量バンド制に移行した際の社会コストの増大とメリットについて検討が必要。

低品質ゆえの故障とか安全性の欠如といった事態は必ず避けなければならない。安全性を確認した上で、コストベネフィットアナリシスを取り入れた
議論をしていただきたい。

 パワージェネレーションのための機器を国際的に輸出していくには、諸外国にも適用できるような範囲とはどういうものなのかを作っている製作会社に
もチェックし、いろんな情報を集めた上で、我が国の国力が最も増大するような方向とはどうあるべきなのかというのを考える必要があるのではない
か。

我が国の国際競争力、メーカーの国際競争力について言うのであれば、むしろ今のように熱量が揃っていることは深刻な問題ではないか。つまり、
熱量がちゃんと揃っているという状況のもとでは動くけれども、２％程度変動すると動かないような機械であるならば、外に持って行っても通用しない
ということ。仮に２％変動しても問題ないという機械は、２％変動するところでも通用するが、逆は成り立たないため、標準熱量制をいつまでも続け
ていいのかということは考える必要があるのではないか。

目先の利益だけに捉われず、日本全体のガスエネルギーの発展や日本全体のネットワークといった大きな視点に立って議論いただきたい。

韓国の２段階制のように、導入の方法について検討していくことが重要ではないか。
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検討の進め方

 本年度は、Ａ．熱量制度が担保すべき要素とその要求水準を明確化し、Ｂ．標準熱量制と熱量バンド制の
具体的な選択肢を想定して比較・分析した上で、Ｃ．制度移行に向けて検討を要する論点の中間整理を行
うこととしてはどうか。なお、検討を深めるに当たっては、追加調査により外部組織の専門的知見も活用することと
したい。

 検討スケジュールとしては、本日はＡ・Ｂのブレインストーミングで御意見をいただき、御議論も踏まえた追加調
査を2019年内目途に完了させ、2020年１～３月に移行の方向性と論点の中間整理を御検討いただきたい。

 2020年度は、検討の結果有力となった選択肢について、中間整理する論点、例えば、課金方法や費用負担
等、移行の際に必要な制度設計の詳細検討を進めるのはどうか。

①需要家の
安全性

②需要家の
利便性

③小売料金の
正確性

④託送料金の
正確性

⑤一般ガス導管
事業者の導管等
の供給能力

⑥気化器・熱量調
整設備等の
供給能力

①標準熱量制
熱量引き下げ
44MJ/㎥等

②熱量バンド制
44-46MJ/㎥

③熱量バンド制
43-45MJ/㎥

④熱量バンド制
42-46MJ/㎥

⑤熱量バンド制
40-46MJ/㎥

Ａ

Ｂ

＜Ａ．熱量制度が担保すべき要素ごと、Ｂ．選択肢ごとに分析するイメージ図（例）＞

本ＷＧにおける議論や追加調査により、充実させていく。



5

Ａ．熱量制度が担保すべき要素例

 熱量バンド制の導入に当たって担保すべき要素としては、例えば、下記のような事項が挙げられるか。他に担保
すべき要素はあるか。

要素例 備考

小
売
供
給

① 需要家の安全性
• 燃焼機器が正常に稼働せず、ガス消費機器によるＣＯ中毒やその他の事故が発生する可能性

がある。

② 需要家の利便性
• 燃焼機器が正常に稼働せず、使用しているガス消費機器が用途に適さなくなる可能性がある。
• オンサイト熱調設備が必要となる可能性がある。

③ 小売料金の正確性

• 熱量課金とした場合、熱量計の設置等の追加コストが生じる。
• 熱量計の設置数、設置場所によっては、正確な熱量と誤差が生じ、小売料金算定に誤差が生

じる可能性がある。
• 体積課金から熱量課金への変更に伴うシステム改修コストが発生する。

導
管
Ｎ
Ｗ

④ 託送料金の正確性

• 熱量課金とした場合、熱量計の設置等の追加コストが生じる。
• 熱量計の設置数、設置場所によっては、正確な熱量と誤差が生じ、託送料金算定に誤差が生

じる可能性がある。
• 体積課金から熱量課金への変更に伴うシステム改修コストが発生する。

⑤ 一般ガス導管事業者の導管等の供給能力

• ガスの体積当たり熱量の低下に伴い、これまでと同等の総熱量を供給するために送出するガスの
体積が増えることで、導管やガバナ（整圧器）等の容量が逼迫し、設備改修や昇圧防止装置
の新設等のコストが生じる可能性がある（バンド下限値が低くなるほど、コストが増加する可能性
がある）。

製
造

⑥ 気化器・熱量調整設備等の供給能力
• ガスの体積当たり熱量の低下に伴い、これまでと同等の総熱量を供給するために製造するガスの

体積が増えることで、タンク、気化器、熱量調整設備等の容量が逼迫し、設備改修等のコストが
生じる可能性がある（バンド下限値が低くなるほど、コストが増加する可能性がある）。
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Ｂ．標準熱量制と熱量バンド制の具体的な選択肢例

 分析を行うに当たり、例えば以下のような選択肢について、現行の45MJ/㎥の標準熱量制と比較・検討して
はどうか。他に検討すべき選択肢はあるか。

選択肢例 バンド幅 変動幅
都市ガス
種類

効果

① 標準熱量制
引き下げ
44MJ/㎥等

― 13A
• LPG添加コスト削減の可能性がある。
• 熱量が一定のため、機器の安全性、料金の正確性が確保される。
• 料金システムの変更が不要など、追加的な投資・機器対応コストが比較的小さい。

② 熱量バンド制 44～46MJ/㎥ ±２％ 13A

• LPG添加コスト削減の可能性がある。
• LNGの調達多角化により費用低減・調達安定性向上の可能性がある。
• ガス機器への影響（安全面・性能面）については、バンド制下の変動幅が現行の標準熱量制下の瞬
時値と同程度なことから、追加的投資・対応コストが比較的小さい可能性がある。

• 熱調設備が不要となれば、LNG基地の導管網への接続が容易になり、競争活性化の可能性がある。
• 国内向けと外国向けのガス機器をメーカーが別々に開発・製造する必要がなくなれば、ガス機器の価格低
減やメーカーの国際競争力強化の可能性がある。

③ 熱量バンド制 43～45MJ/㎥ ±２％ 13A

• LPG添加コスト削減の可能性がある（②より大）。
• LNGの調達多角化により費用低減・調達安定性向上の可能性がある（費用低減効果は②より大）。
• ガス機器への影響（安全面・性能面）については、バンド制下の変動幅が現行の標準熱量制下の瞬
時値と同程度なことから、追加的投資・対応コストが比較的小さい可能性がある。

• 熱調設備が不要となれば、LNG基地の導管網への接続が容易になり、競争活性化の可能性がある。
• 国内向けと外国向けのガス機器をメーカーが別々に開発・製造する必要がなくなれば、ガス機器の価格低
減やメーカーの国際競争力強化の可能性がある。

④ 熱量バンド制 42～46MJ/㎥ ±４.５％ 13A

• LPG添加コスト削減の可能性がある（③より大）。
• LNGの調達多角化により費用低減・調達安定性向上の可能性がある（③より大）。
• 熱調設備が不要となれば、LNG基地の導管網への接続が容易になり、競争活性化の可能性がある。
• 国内向けと外国向けのガス機器をメーカーが別々に開発・製造する必要がなくなれば、ガス機器の価格低
減やメーカーの国際競争力強化の可能性がある。

⑤ 熱量バンド制 40～46MJ/㎥ ±７％
12A
13A

• LPG添加コスト削減の可能性がある（④より大）。
• LNGの調達多角化により費用低減・調達安定性向上の可能性がある（④より大）。
• 熱調設備が不要のため、LNG基地の導管網への接続が容易になり、競争活性化の可能性がある。
• 国内向けと外国向けのガス機器をメーカーが別々に開発・製造する必要がなくなれば、ガス機器の価格低
減やメーカーの国際競争力強化の可能性がある。
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追加調査について

 熱量バンド制に移行するかどうかは、現行の標準熱量制に比べて、想定されるメリットがコストを上回るかにより
判断される。より正確に分析を行うため、熱量バンド制が担保すべき要素例や選択肢例の各項目の精緻化、
定量化に向けて追加調査を行うこととしてはどうか。

 調査項目としては、例えば以下の項目が考えられるが、これ以外にも調べるべき項目はあるか。

① 燃焼機器への影響（安全面・性能面）とその対策コスト・対応に要する期間の試算（継続調査）

② 導管・製造の設備への影響とその対策コスト・対応に要する期間の試算

③ 熱量計の設置箇所の検討とその設置・維持管理コスト・対応に要する期間の試算

④ LPG・LNGの市況見通し及びLPG削減量・LNG増加量の試算

⑤ 諸外国の追加調査（英国・韓国の熱量計の設置状況・課金方法、韓国の需要家への補償制度と実
績、ドイツ・韓国の燃焼機器調査手法等）

⑥ 国内需要家調査（関心の高い国内需要家リスト作成、熱量変動に対する需要家のノウハウ、オンサイト
熱調設備を必要とする需要家数等）

⑦ ガス事業者の各種システムへの影響とその改修・維持管理コスト・対応に要する期間の試算
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Ｃ．制度移行に向けて検討を要する論点例

 仮に熱量バンド制に移行する場合、制度面で見直しの検討が必要な項目も考えられる。例えば、以下の見直
しが必要ではないか。他にも、検討すべき項目があるか。

① 課金方法の検討（体積課金から熱量課金へ）

② 対策コストの費用負担者の検討

③ 同時同量や振替供給等の託送制度見直しの検討

④ 事業者ごとに異なる熱量バンド幅の導入の検討（全国統一とするか、事業者ごとの選択とするか等）

⑤ 実施までのスケジュール等の検討



（参考）第７回ガス事業制度検討ＷＧ（2019年３月28日）資料５より抜粋
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（参考）第２回ガス事業制度検討ＷＧ（2018年10月29日）資料６より抜粋



（参考）第７回ガス事業制度検討ＷＧ（2019年３月28日）資料５より抜粋
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（参考）第７回ガス事業制度検討ＷＧ（2019年３月28日）資料５より抜粋
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（参考）第７回ガス事業制度検討ＷＧ（2019年３月28日）資料５より抜粋
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（参考）規制改革実施計画（平成30年６月15日閣議決定）

＜事項名＞

No.31 ガス小売市場における競争促進（変更の標準熱量制から熱量バンド制への移行）

＜規制改革の内容＞

現行の標準熱量制から熱量バンド制への移行について、諸外国における都市ガスの供給状況等を踏まえて検討
し、結論を得る。その際、ＬＰＧ・ＬＮＧの市況、熱量調整に関する燃焼機器及び導管等の供給設備への影響
とこれらの対策コスト試算等に関する調査を行い、移行に向けて検討を要する論点の中間整理を行った上で、課
金方法や費用負担等に関する制度設計の検討を行う。

＜実施時期＞

直ちに検討開始、平成31年度までに調査・論点整理の上、平成32年度結論を目指す


